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- 1 -

はじめに

社会福祉法人一陽会（以下、「当法人」という。）は、平成23（20

11）年４月５日の設立から13年が経過しました。現在、三木市に

おいて、第１種社会福祉事業として特別養護老人ホーム１か所第

２種社会福祉事業として老人デイサービス事業などを運営してい

ます。

また、平成28年に社会福祉法が改正され、それを踏まえた社会福

祉法人改革では、経営組織のガバナンスの強化、財務規律の強化、

地域における公益的な取組みを実施する責務などが示され、社会

福祉法人の今後のあるべき姿が描かれています。

さらに、社会環境の変化として、人口減少少子高齢化がさらに加

速しています。これまで当法人が築いてきた知識や経験などを改

めて整理し、社会福祉法人としての特性をフルに活かすとともに、

社会福祉法人制度改革が求める姿を具現化することにより、地域

に必要とされる社会福祉法人として発展させていく必要がありま

す。

これらのことを踏まえ、今回、自主的・自律的かつ安定的・継続

的な法人運営を強く意識し、当法人の「基本理念」「経営ビジョン」

を具体化するための取組みを取りまとめた「中期経営計画」を策

定することにより、法人運営体制を強化することとしました。

今後、当法人は本計画に基づき、職員一丸となって関係機関など

とも連携を図りながら、引き続き、高齢者に質の高い支援を行う

ことにより、地域福祉の向上に寄与して参ります。多くの皆様の

ご理解とご協力をお願いいたします。
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第１章 中期経営計画の策定にあたって

１ 計画策定の趣旨・目的

当法人は、社会福祉を取り巻く環境の変化に適応しながら、今まで以上に良質なサー

ビスを末永く提供するため、改めて法人の基本理念を見つめ直し、ご入居者様・ご利用

者様の方々が安心できる環境を創造する法人運営に取り組んで参ります。

このため、人口減少・少子高齢化の進展などを踏まえ、当法人の「基本理念」「経営

ビジョン」を具体化するため、今後５年間（令和７年度から令和11年度）の具体的な取

組みを示した中期経営計画を策定することにより、安定した法人経営を図ることを目的

とします。

２ 計画の進行管理

計画の円滑な推進を図るため、第４章１「１日当たりの利用者数などの目標」及び第

４章２「具体的な取り組み内容」の表に示す「具体的な内容（個別事業）」中の重要な

項目については、進捗状況の検証を行い、進行管理を行って参ります。さらに、中期経

営計画に基づき、各年度毎に各事業(特養・ショート、デイ、居宅介護支援)にかかる単

年度の実施計画を策定し計画に基づいた事業運営を行います。

【進行管理の方法】

「中期経営計画進行管理委員会（仮称）」を設置し、項目ごとに取り組み状況を評

価する仕組みを構築します。

３ 計画期間

（１）計画期間は、令和７年度から令和11年度の５年間とします。

（２）計画期間の最終年度である令和11年度には、第２期計画策定のための作業を開始し、

令和12年度以降の５年間を期間とする「第２期中期経営計画（仮称）」を策定する予定

です。

R７ R８ R９ R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

計画期間

計画の進行管理

改正作業

第２期計画の進行管理
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第２章 法人の基本理念と中期経営計画

１ 基本理念と経営ビジョン

当法人の基本理念は、①利用者の尊厳を保持し自立を支援します、②介護・保健・医

療の総合的なサービスを提供します、③地域の介護力の向上に努めますと定めています。

また、この基本理念に基づく経営ビジョンとして「選ばれる法人・選ばれる施設・事業

所」とし、「利用者」に選ばれる、「職員」に選ばれる、「地域」に選ばれる、「関係機関」

に選ばれる、たくさんの人々に選ばれる法人・施設・事業所であるために、私たちは常

に一人ひとりのニーズを大切にしたいと考えています。

基本理念

① 利用者の尊厳を保持し自立を支援します

② 介護・保健・医療の総合的なサービスを提供します

③ 地域の介護力の向上に努めます

キャッチコピー

「地域とともに歩み、地域に育まれる福祉の拠点を目指します。」

経営ビジョン

「選ばれる法人・選ばれる施設・事業所」

基本方針

① 個々人の尊厳を保持し思いやりのあるサービスを提供します。

② 地域に愛され信頼される施設・事業所を目指します。

③ 職員は豊かな感性と的確な判断力を養い、サービスの質の向上に努めます。

④ 健全で安定した施設・事業所運営に努めます。

⑤ 働きやすい職場環境の形成に努めます。

２ 中期経営計画

中期経営計画は、当法人の基本理念や経営ビジョンをもとに、地域の福祉ニーズや経

営環境の変化を反映し、社会福祉法人に求められる使命を果たすために、目指すべき将

来像にむかって遂行する実行計画として「見える化」するものです。組織内外に対して

「見える化」することで、より具体的にあるべき姿を設定しようとするものです。

また、中期経営計画では、国の社会福祉法人改革おいても、財務規律の強化が謳われ

ていることから、まず、当法人の資金収支の問題点を挙げ、必要な各事業毎の「１日当

たりの利用者数」などの目標を定めた後、当法人の基本理念や経営ビジョンを実現する

ための４つ柱（①安定した法人運営を目指します、②質の高いケアの提供を目指します、

③人材育成と魅力ある職場づくりを目指します、④地域福祉の推進を目指します）をも

とにした推進項目について、それぞれ具体的な取り組み内容を定め、事業運営に確実に

実施していくこととします。
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第３章 資金収支計画

１ 事業活動収入における実績及び見通し

（１）現況

令和６年３月31日現在、法人の貸借対照表における繰越額は、▲351万円となって

いるものの、固定長期適合率56.8%、流動比率 469.4%となっています。さらに、事業

全体としては、令和５年度の当期サービス活動増減差額比率2.4％、経常増減差額比

率が0.8％となっているとことら、安定的な経営状況といえます（図表１、２）。

図表１ 社会福祉法人一陽会の財務状況 図表２ 事業全体の経営指標

（２）問題点

第２章で示した法人の基本理念及び経営ビジョン「選ばれる法人・選ばれる施設・

事業所」を実現するため及び以下の項目を達成するためには、早急に抜本的な経営改

善を行い、将来に備える必要があります。

ａ 三木市の将来人口・介護需要や新設施設の影響

今後の三木市の将来人口・介護需要への対応や2025（令和７）年３月１日に開設

する三木すみれ園（三木市志染町青山）の影響を最小限に抑える必要があります（図

表３、４、５）。

ｂ 職員の資質向上及び給与の引き上げ

生産年齢人口が減少していく中、介護職員などの人材不足が社会問題となってい

ます。高齢者虐待防止や看取り介護などを推進するため、職員の資質向上を図ると

ともに、優秀な介護職員などを確保するため、給与規定の見直しを含めた職員の給

与引き上げ、職場環境の改善などを図っていくことが求められています。

ｃ 大規模修繕費用の積み立て不足

特養えびすの郷は、平成24（2012）年10月１日に開設されてから12年が経過しま

した。通常、開設後30年を経過した時点で、外壁塗装、電気設備、給排水設備を中

心とした大規模修繕を行う必要があります。昨今の建築費の高騰により、大規模修

繕には３億程度の工事費が必要と積算されていますが、令和５年度末での法人の修

繕費積立金は5,230万円しかなく、今後、18年間で２億５千万円もの積み立てを行

う必要があります。

ｄ 地域福祉の推進

社会福祉法人として、ポストコロナにおける新たな地域福祉を推進していくこと

が求められています。

令和３年度 令和４年度 令和５年度

流動比率 424.5% 564.1% 469.4%
固定長期適合率 55.8% 56.0% 56.8%

令和3年度 令和4年度 令和5年度
サービス活動増減差額比率 4.2% 4.2% 2.4%
人件費率(委託費含む) 68.5% 68.5% 69.4%
経費率 20.4% 20.4% 22.9%
水道光熱費率 4.0% 4.0% 4.0%
経常増減差額比率 2.4% 2.4% 0.8%
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図表３ 「三木市の将来推計人口」

年齢階層 国勢調査 将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所2023年12月推計

2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年

0～14歳 8,237 7,243 6,237 5,524 5,097 4,647 4,123
15～39歳 16,502 14,907 13,676 12,488 10,913 9,590 8,537
40～64歳 24,038 22,902 21,528 19,628 17,084 15,112 13,615
65歳以上 26,517 26,495 25,773 24,941 24,686 23,718 22,36
75歳以上（再掲） 13,758 16,387 17,097 16,340 15,234 14,445 14,678
総人口 75,294 71,547 67,214 62,581 57,780 53,067 48,639

（資料）地域医療システム：三木市（日本医師会）

図表４ 「三木市の医療介護需要予測指標」

（資料）地域医療システム：三木市（日本医師会）
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図表５「三木市内の特別養護老人ホーム一覧」

（３）各事業の財務状況と問題点

ア 特養えびすの郷の財務状況と問題点（特養＋ショートステイ）

特養えびすの郷（特養＋ショートステイ）のサービス活動増減差額は③34,205千

円→④41,877千円→⑤74,520千円となっており、その他の経営指標は以下のとおり

です（図表６）。

しかし、令和５年度の稼働率は特養96％、ショートステイ専用居室90％であり、

特養及びショートステイのさらなる稼働率の向上が求められます。特に、空きベッ

ト利用のショートステイは全く実施されていないことから、本人・家族の利用料負

担軽減のためにも、ショートステイ専用居室だけでなく、空きベット利用のショー

トステイの利用率向上を図る必要があります。

図表６ 特養＋ショートステイの経営指標

イ デイの財務状況と問題点

デイのサービス活動増減差額は③▲8,766千円→④▲13,490千円→⑤▲8,235千円

となっており、その他の経営指標は以下のとおりです（図表７）。

デイの収支改善が急務であり、どうしても赤字解消が困難な場合は、業態変更（通

常規模型→小規模型など）や事業廃止を含めた抜本的な対応が必要です。

令和3年度 令和4年度 令和5年度
サービス活動増減差額比率 8.5% 10.1% 17.8%
人件費率(委託費含む ) 66.2% 64.9% 65.5%
経費率 19.2% 19.3% 17.6%
水道光熱費率 4.0% 4.4% 4.0%
経常増減差額比率 8.5% 10.4% 17.8%
従業者1 人当たりサービス活動収益 10,118千円 10,357千円 10,495千円
従業者1 人当たり人件費 5,817千円 5,826千円 6,009千円

施設名称 所在地 定員 ショート 備考
特別養護老人ホーム しゅうらく苑 三木市別所町興治142 106 14
特別養護老人ホームえびすの郷 三木市大塚206-6 60 20
特別養護老人ホーム みずき 三木市加佐58-1 60 10
特別養護老人ホーム グリーンホーム三木 三木市与呂木683-397 56 14
特別養護老人ホーム りんどうの里 三木市志染町四合谷字伊賀ノ垣341 56 14
介護老人福祉施設 カトレア三木 三木市福井字鷹尾1981-1 50 20
高齢者総合福祉施設 さざんかの郷 三木市吉川町大沢418 90 10
特別養護老人ホーム 三木すみれ園 三木市志染町青山7丁目1-18 100 30 2025/3/1開設

578 132計
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図表７ デイの経営指標

ウ 居宅介護支援の財務状況と問題点

居宅介護支援のサービス活動増減差額は③1,049千円→④1,592千円→⑤▲2,362千

円となっており、その他の経営指標は以下のとおりです（図表８）。居宅介護支援の

収支改善が急務であるとともに、居宅介護支援が特養、デイ、ショートステイにど

れだけ貢献しているのかも検討する必要があります。一般的に、御用聞きケアマネ

が批判されていますが、①本人の要望や心身の状況よりも、家族のいいなりになっ

ていないか、②前例踏襲のプランとなっていないか、③当施設のデイやショートス

テイなどが検討され、長所などを本人・家族にどのように説明しているかなど、御

用聞きケアマネになっていないか適正に検証することが求められます。

図表８ 居宅介護支援事業所の経営指標

２ 事業活動収支における実績及び見通し

事業毎で見ると、デイ、居宅介護支援の収支状況が悪く、全体の足を引っ張っていま

す。このため、デイの１日当たりの利用者数（稼働率）、居宅介護支援の利用者を増加

だけでなく、本体である特養、ショートステイの１日当たりの利用者数（稼働率）を向

上するなど、全体の収入増加への取り組みを図る必要があります。また、計画に基づく

質の高いサービス提供が担保できる仕組みの構築するため、優秀な人材確保を目指し、

給与規定の見直しを含めた人材確保対策などに取り組むことが求められています。

令和3年度 令和4年度 令和5年度
サービス活動増減差額比率 -21.9% -35.3% -18.1%
人件費率（委託費含む） 88.3% 100.9% 92.3%
経費率 27.2% 25.9% 22.9%
水道光熱費率 4.5% 5.3% 4.1%
経常増減差額比率 -21.3% -34.4% -17.5%

令和3年度 令和4年度 令和5年度
サービス活動増減差額比率 9.1% 13.7% -18.9%
人件費率（委託費含む） 75.1% 71.5% 97.3%
経費率 14.7% 13.9% 21.7%
水道光熱費率 0.8% 0.9% 0.8%
経常増減差額比率 9.1% 13.7% -18.9%
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第４章 事業収支目標と具体的な取り組み内容

１ １日当たりの利用者数目標と事業収支見込み

具体的な取り組み内容を実施するにあたり、今後必要な各事業毎の「１日当たりの

利用者数」、それに伴う「事業収入見込み」などの目標は以下のとおりです（図表８、

９）。また、取得可能な加算については、サービスの質の向上にもつながることから、

極力、取得していきます。

図表８ １日当たりの利用者数などの目標

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

（10月末現在）

特養 57.4人 56.0人 58人 58人 58人 58人 58人

(定員60人） （95.7％） （93％） （96.7％） （96.7％） （96.7％） （96.7％） （96.7％）

空床利用ショート 0人 0人 １人 １人 １人 1.5人 1.5人

（空床利用） （０％） （０％） （50％） （50％） （50％） （75％）（75％）

ショート専用居室 18人 17人 19.5人 19.5人 19.5人 20人 20人

(定員20人) （90％） （85％） （97.5％）（97.5％）（97.5％）（100％）（100％）

特養＋ショート合計 75.4人 73人 78.5人 78.5人 78.5人 79.5人 79.5人

（定員80人） （94.3％）（91.3％）（98.1％）（98.1％）（98.1％）（99.4％）（99.4％）

デイ１日当た 16.4人 18人 26人 28人 29人 30人 30人

りの利用者数 （54.8％） （60％） （74.3％） （80％）（82.9％）（85.7％）（85.7％）

（定員30人→⑦35人）

居宅 件数/人 28.8件 31.3件 40件 40件 40件 40件 40件

介護 要支援×1/3＋要介護

支援

デイ紹介率 46％ 52％ 65％ 75％ 80％ 80％ 80％

ショート紹介率 32.1％ 42.3％ 60％ 70％ 80％ 80％ 90％

最終、決算に基づき

数字を変更します。
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図表９ 事業収支見込み

（単位：千円）

※ 令和６年度については、10月末現在の見込額であり、決算確定後の数字を入れ替える。

※ 令和6年度の支出は令和５年度の補助金にかかる支出（特養23,475,000円、ショート7,8

25,000円）及び居宅介護支援事業所の紹介会社への手数料支出（2,394,150円）を除く額

の1.03で積算、令和7年度以降は毎年の物価・賃金上昇1.02として算出している。収入に

ついては、令和9年度に介護報酬改訂があるため、改訂率1.02で算出した。

※ 令和６年度収入には、令和５年度の補助金収入（特養1,600万5千円、ショート533万5千

円」）が含まれている。

※ 令和６年度の補助金については、支出（特養2,145,000円、ショート715,045円）は令和

６年度、収入（特養1,716,000円、ショート572,000円）は令和７年度で計上している。

※ 居宅介護支援事業所は令和６年２月から３人体制から２人体制に移行する。

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

③事業活動収
益差額
 　（①ｰ②）

9,499 19,275 38,124 66,751 65,335 67,063 65,539 55,973

特養 25,554 48,091 67,477 60,847 57,262 56,658 51,143 45,518

ショート 16,322 34,253 25,673 37,584 36,858 37,012 40,853 39,475

デイ -13,489 -8,235 56 21,513 25,693 28,963 30,450 29,251

居宅介護支援 1,592 -2,361 -1,033 1,939 1,757 1,793 1,604 1,412

本部 -20,481 -52,472 -54,049 -55,132 -56,236 -57,362 -58,511 -59,683

①事業収入 464,650 485,724 486,721 517,460 525,058 535,981 543,835 543,835

特養 321,542 323,794 329,417 325,881 327,597 332,399 332,399 332,399

ショート 92,734 103,839 90,002 102,484 103,056 104,534 109,725 109,725

デイ 38,236 45,537 55,441 78,006 83,316 87,738 90,401 90,401

居宅介護支援 11,649 12,465 11,772 11,000 11,000 11,220 11,220 11,220

本部 489 89 89 89 89 90 90 90

②事業支出 455,151 466,449 448,597 450,709 459,723 468,918 478,296 487,862

特養 295,988 275,703 261,940 265,034 270,335 275,741 281,256 286,881

ショート 76,412 69,586 64,329 64,900 66,198 67,522 68,872 70,250

デイ 51,725 53,772 55,385 56,493 57,623 58,775 59,951 61,150

居宅介護支援 10,057 14,826 12,805 9,061 9,243 9,427 9,616 9,808

本部 20,970 52,561 54,138 55,221 56,325 57,452 58,601 59,773

実績

事
業
収
入

事
業
支
出

予測値

法人全体

収
益
差
額

令和6年度の最終決算
数値に置き換えます。

令和6年度決算に基づき予
測値は多少変更します。



- 10 -

２ 具体的な取り組み内容

（１）安定した法人運営を目指します

検討△、一部実施○、実施◎、継続→

重点項目 具体的内容（個別事業）
7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

ア 施設 ①施設耐久目安を約50年とし、大規

整備の適 模修繕（2042年（築後30年））まで整 ◎ → → → →

正化 備計画を策定します。

目標：令和７年度

イ 法人 ①中期経営計画に基づき、各年度に

組織力の 事業毎(特養、ショート、デイ、居宅 ◎ → → → →

強化 介護支援)の事業計画とそれに伴う実

践を行います。

目標：各年度

②各事業毎の１日当たりの利用者数

などの目標（図表８）及び事業収支 ◎ → → → →

見込み（図表９）が達成できるよう、

特養の生活相談員を２名体制とし営

業力を強化するとともに、必要な研

修を実施するほか、経営会議などを

開催し、進行管理に務めます。

目標：各年度

③全職員に法人の基本理念、経営ビ

ジョンや社会的役割を再認識しても ◎ → → → →

らい、法人への愛着心を育みます。

目標：各年度・研修会の実施

ウ リス ①事故防止委員会でリスクマネジメ

クマネジ ントに関する項目をもうけて調査検 ○ ◎ → → →

メント体 討し、リスクの分析・評価・対応を

制の再構 図ります。

築 目標：令和７年度・検討、令和８年

度・リスクの分析・評価・対応

エ 人材 ①専門家(社会保険労務士など)と連

確保・定 携し、より健全な雇用管理改善を目 ○ ◎ → → →
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着の取組 指します。

み 目標：令和７年度・就業規則・給与

規程の改定、令和８年度・他規則の

リーガルチェックによる対応

②人材確保計画を策定し、計画に基

づき、職員採用について、紹介会社 ○ ◎ → → →

を極力使用しない方策を模索します。

具体的には、ハローワークや職員紹

介の活用のみならず、ⅰ就職支度金

の創設、ⅱ高校求人の再開、ⅲ学校

訪問、ⅳ外国人労働者の雇用促進と

定着、ⅴ学校ほか各方面への宣伝方

法の模索、ⅵアクティブシニア等も

含めた介護職員以外の人材活用（ケ

アアシスタント等）を促進します。

目標：令和７年度・人材確保計画の

策定、ホームページの見直し、ケア

アシスタントの募集、高校求人の再

開、令和８年度・学校訪問、本格的

実施

③将来の福祉人材の獲得・育成にむ

けて、社会福祉士、介護福祉士の実 ○ ○ ○ ◎ →

習生への受け入れを行います。

目標：令和７年度・介護福祉士指導

者養成講座受講、令和７年度・介護

福祉士実習生受け入れ、令和10年度

・社会福祉士指導者養成講座受講、

実習生受け入れ

オ 感染 ①感染症の発生及び蔓延などに関す

症への対 る取り組みを徹底し、感染症対策を ○ ◎ → → →

応力強化 強化します。

目標：令和７年度・マニュアルの更

新・整備、令和８年度・新研修の実

施
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（２）質の高いケアの提供を目指します

検討△、一部実施○、実施◎、継続→

重点項目 具体的内容（個別事業）
7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

ア 認知 ①認知症介護実践者研修及びリーダー研
症ケアの 修修了者の確保を行います。 ◎ → → → →
質の向上 目標：実践者研修修了者１名、リーダー

研修修了者６名(R6.10末)⇒各年度毎に
最大・実践者研修３名、リーダー研修１
名を受講させます。

②ユニットケアの質の向上を目指して研
修を行います。 ◎ → → → →
 目標：令和７年度から

イ 看取 ①人として尊厳を保って最期を迎えられ
り介護の るよう、各部門が協働し、その人らしい ◎ → → → →
推進 最期が迎えられる看取り介護を行いま

す。
 目標：令和７年度・指針の改定、研修
の実施

ウ サ ①サービス向上委員会において、接遇マ
ービスの ナーの標準化を目指して「接遇マナーマ ◎ → → →
向上 ニュアル」を作成し、事業所内で研修を

実施します。
目標：令和８年度・接遇マナーマニュア
ルの作成、 令和９年度・研修の実施

②顧客サービス向上と職場環境の改善を
目指して、事業毎に業務改善（業務手順 ○ ◎ →
の見直し）を図ります。
目標：令和９年度・改善内容の検討、令
和10年度・各サービスへ反映

エ 食事 ①顧客に提供する食事について、アンケ
サービス ートや聞き取り調査にて課題を抽出し、 ○ ◎ → → →
の充実 顧客に喜ばれる食事サービスを提供しま

す。
目標：令和７年度・アンケート実施と課
題分析、サービス内容検討、令和８年度
・変更したサービスの実施

オ 医療 ①長期的に安定した医療ケアが提供でき
ケア体制 るよう、嘱託医や服部病院などとの協力 ◎ → → → →
の整備 医療機関との連携を強化します。

目標：令和7年度・定例的な服部病院な
どとの会議の開催

②ご入居者様の将来的な吸痰ニーズに対
応できるよう介護職員による喀痰吸引実 ○ ○ ◎ →
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施体制を推進します。
目標：令和８年度・計画の作成、研修の
実施、令和９年度・研修の実施、令和10
年度・計画に伴う実施、介護職員への喀
痰吸引手当の創設

カ 高齢 ①人権侵害防止の取組みの強化として、
者虐待防 ⅰ高齢者虐待防止委員会の強化、ⅱ職員 ◎ → → → →
止の推進 研修の実施、ⅲ定期的な職員への面談を

行います。
目標：令和７年度から

②利用者様の人権の擁護、虐待の防止等
の観点から、虐待の発生発防止にむけた ○ ◎
マニュアル（令和５年作成）の再整備を
行い、それに基づく研修を実施します。
目標：令和10年度・マニュアルの再整
備、令和11年度以降・研修の実施

（３）人材育成と魅力ある職場づくりを目指します

検討△、一部実施○、実施◎、継続→

重点項目 具体的内容（個別事業）

7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

ア 職員 ①職員教育を目的とした人材育成計画を

の資質向 策定し、職員自身が目標を設定し目標を ◎ → → → →

上 達成する過程を管理する目標管理制度を

導入するとともに、新人職員研修（チュ

ーター制）、フォローアップ研修内容を

見直します。

目標：令和７年度・人材育成計画の策

定、研修の実施、目標管理制度

②職員のスキルアップのための資格取得

支援を積極的に行います。 ○ ◎ → → →

目標：令和７年度・資格支援制度の検

討、令和８年度・資格支援制度の実施

イ 法人 ①次世代のリーダーを育成するため、階

運営を担 層別研修を創設し、管理・監督職の育成 ○ ◎ → → →

う次世代 に努めます。

リーダー 目標：令和７年度・人材育成計画の策

の育成 定、令和８年度・階層別研修の創設
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（４）地域福祉の推進を目指します

検討△、一部実施○、実施◎、継続→

重点項目 具体的内容（個別事業）
7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

ア 地域 ①対象地域の各種会合に参加するとと
の多様な もに、生活支援コーディネーターと連 ○ ◎ →
福祉ニー 携を図り、相談機能を強化し、近隣事
ズへの対 業所や関係機関などと協働した支援を
応 行います。

目標：令和９年度・計画の作成、試験
的実施、令和10年度・計画に基づく実
施

イ 地域 ①法人内施設の地域活用にむけて、地
と共に生 域交流スペースなどの施設機能の開放 ○ ◎ →
きる取り を計画的に実施します。
組みの推 目標：令和９年度・計画の作成、試験
進 的実施、令和10年度・計画に基づく実

施

②地域の子どもに食事を提供し居場所
づくりを行い、健やかに成長できる環 ○ ◎ →
境整備を行うため子ども食堂を月２回
開催します。
目標：令和９年度・計画の作成、令和1
0年度・計画に基づく実施

③福祉情報の発信、ほっとかへんネッ
トみき、民生・児童委員などとの連携 ◎ → → → →
を図り、地域福祉の推進を図るととも
に、トライやる・ウィーク、高校生の
見学（講師派遣）、ボランティアの受け
入れなどを積極的に行います。
目標：令和７年度・教育委員会への申
し込み、ホームページによる発信、ボ
ランティアの受け入れ

④地域との共同行事の開催を企画する
など、地域の活性化の取組みを行いま ○ ◎ → → →
す。
目標：令和７年度・計画、令和８年度
・実施

ウ 防災 ①当施設が福祉避難所い指定されてい
拠点とし ることから、福祉避難所実施マニュア ◎ → →
ての機能 ルを作成します。
強化 目標：令和９年度・マニュアルの作成


